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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第106期

第１四半期
連結累計期間

第107期
第１四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 33,986 35,526 190,690

経常利益 (百万円) 658 1,254 11,959

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △20 624 6,682

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △543 8 5,464

純資産額 (百万円) 214,228 213,576 216,329

総資産額 (百万円) 265,638 267,377 279,725

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) △0.37 11.33 120.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － 11.32 120.86

自己資本比率 (％) 79.6 78.7 76.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。

なお、当第１四半期連結会計期間の期首から物品売却益に関する会計方針の変更をしており、詳細は、「第４　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載している。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間の事業環境は、公共投資は底堅い動きとなっており、民間設備投資においても持ち直しの

動きがみられる中、コロナ禍やウクライナ情勢、為替の変動などによりエネルギー価格や原材料価格が高騰してお

り、経済への影響が懸念される状況にあった。

　こうした中、当社グループは、中期経営計画2024〔2021～2024年度〕に基づき、中国地域の基盤強化や都市圏の

事業拡大、業務改革の推進等の諸施策を進めている。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなった。

　売上高は、一部工事の立ち上がりが遅れたことなどにより屋内電気工事等が減少したものの、空調管工事や連結

子会社の売上高の増加などにより、前年同期に比べ増収となった。

　営業利益は、屋内電気工事の減収などにより売上総利益が減少したため、前年同期に比べ減益となった。

　経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益は、外国債券の売却による為替差益を計上したことなどによ

り、前年同期を上回った。

 

 
 [連結業績]

（単位：百万円、％)

区　　　　　分
前年同期

(2021.４.１～
2021.６.30)

当第１四半期
(2022.４.１～
2022.６.30)

増減額 増減率

売 　　　　　　上 　　　　　　高 33,986 35,526 1,540 4.5

営 　　　業 　　　利 　　　益 283 119 △163 △57.8

経 　　　常 　　　利 　　　益 658 1,254 595 90.4

親会社株主に帰属する四半期純利益 △20 624 644 －
 

 
 [個別業績]

 （単位：百万円、％)

区　　　　　分
前年同期

(2021.４.１～
2021.６.30)

当第１四半期
(2022.４.１～
2022.６.30)

増減額 増減率

売 　　　　　　上 　　　　　　高 27,296 28,064 768 2.8

営 　　　業 　　　利 　　　益 523 207 △316 △60.3

経 　　　常 　　　利 　　　益 1,125 1,610 485 43.1

四　 半　 期　 純　 利　 益 512 989 477 93.3
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（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業は、売上高は310億９千１百万円（前年同期比5.2％増）、セグメ

ント利益（営業利益）は９千１百万円（前年同期比60.3％減）となった。

 
（その他の事業）

その他の事業は、売上高は44億３千５百万円（前年同期比0.3％増）、セグメント利益（営業利益）は１千万円

（前年同期比53.1％増）となった。

 
総資産は2,673億７千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ123億４千７百万円の減少となった。これは、

受取手形・完成工事未収入金等の減少221億６千９百万円、有価証券の増加122億７千９百万円、投資有価証券の

減少46億７千７百万円などによるものである。

負債は538億円となり、前連結会計年度末に比べ95億９千５百万円の減少となった。これは、支払手形・工事未

払金等の減少100億１千１百万円、未払法人税等の減少15億１千８百万円、未成工事受入金の増加23億４千万円な

どによるものである。

純資産は2,135億７千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億５千２百万円の減少となった。これは、利

益剰余金の減少22億４千３百万円、その他有価証券評価差額金の減少６億２千４百万円などによるものである。

 
(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに定めた方

針・戦略はない。

 
(3) 優先的に対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。

 
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は、４千５百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの事業に関して、経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスクには、以下のよ

うなものがあり、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合に適切かつ迅速な対

応に努める所存である。

また、ここで抽出したリスク以外にも「取引先の信用リスク」「保有有価証券の時価下落リスク」等があり、こ

れらについては経済情勢や市場動向を注視しながら早期情報収集に努め、関係部門と連携・調整をして的確な対応

を図っている。

① 品質不良に関するリスク

② 法令・コンプライアンス違反に関するリスク

③ 受注環境悪化に関するリスク

④ 労働災害・交通事故に関するリスク

⑤ 情報セキュリティに関するリスク

⑥ Ｍ＆Ａ・出資参画事業に関するリスク

⑦ 自然災害等に関するリスク

⑧ 工事原価の増大に関するリスク

⑨ 人材確保・育成に関するリスク

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 260,000,000

計 260,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 58,138,117 58,138,117
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株である。

計 58,138,117 58,138,117 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

─ 58,138,117 ─ 3,481 ─ 25
 

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 2,992,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,067,700
 

550,677 ―

単元未満株式 普通株式 78,217
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 58,138,117 ― ―

総株主の議決権 ― 550,677 ―
 

(注)  １．「完全議決権株式(自己株式等)」は、全て当社所有の自己株式である。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式49株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社中電工

広島市中区小網町６番12号 2,992,200 － 2,992,200 5.14

計 ― 2,992,200 － 2,992,200 5.14
 

 

２ 【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりである。

　　　役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員
電力本部長

取締役常務執行役員

電力本部長兼
電力本部配電部長

川　上　聖　二 2022年６月28日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 24,617 20,177

  受取手形・完成工事未収入金等 65,822 43,652

  有価証券 10,441 22,720

  未成工事支出金 8,316 12,315

  材料貯蔵品 1,373 1,339

  商品及び製品 2,055 2,883

  その他 2,408 4,273

  貸倒引当金 △94 △65

  流動資産合計 114,941 107,298

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 16,593 16,617

   土地 16,141 16,141

   その他（純額） 2,710 2,661

   有形固定資産合計 35,444 35,419

  無形固定資産   

   のれん 3,137 2,974

   その他 4,946 4,823

   無形固定資産合計 8,084 7,798

  投資その他の資産   

   投資有価証券 109,243 104,566

   退職給付に係る資産 495 322

   その他 11,608 12,065

   貸倒引当金 △92 △92

   投資その他の資産合計 121,255 116,861

  固定資産合計 164,784 160,079

 資産合計 279,725 267,377
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 37,272 27,261

  短期借入金 133 0

  未払法人税等 2,078 559

  未成工事受入金 4,135 6,476

  完成工事補償引当金 59 54

  工事損失引当金 115 107

  役員賞与引当金 81 －

  その他 4,953 4,589

  流動負債合計 48,831 39,050

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 221 215

  退職給付に係る負債 12,866 13,123

  関係会社事業損失引当金 31 31

  その他 1,445 1,379

  固定負債合計 14,564 14,750

 負債合計 63,396 53,800

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,481 3,481

  資本剰余金 214 217

  利益剰余金 208,268 206,025

  自己株式 △6,125 △5,948

  株主資本合計 205,840 203,776

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,032 6,407

  繰延ヘッジ損益 △198 3

  為替換算調整勘定 543 348

  退職給付に係る調整累計額 △96 △185

  その他の包括利益累計額合計 7,279 6,574

 新株予約権 106 63

 非支配株主持分 3,102 3,162

 純資産合計 216,329 213,576

負債純資産合計 279,725 267,377
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 33,986 35,526

売上原価 29,756 31,638

売上総利益 4,230 3,888

販売費及び一般管理費 3,946 3,768

営業利益 283 119

営業外収益   

 受取利息 136 100

 受取配当金 262 295

 為替差益 14 579

 その他 181 198

 営業外収益合計 595 1,174

営業外費用   

 支払利息 0 0

 持分法による投資損失 17 34

 その他 202 5

 営業外費用合計 220 39

経常利益 658 1,254

特別利益   

 固定資産処分益 32 －

 投資有価証券売却益 － 5

 特別利益合計 32 5

特別損失   

 固定資産処分損 16 －

 投資有価証券売却損 － 88

 関係会社株式評価損 321 －

 特別損失合計 337 88

税金等調整前四半期純利益 353 1,170

法人税等 308 476

四半期純利益 45 694

非支配株主に帰属する四半期純利益 65 69

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△20 624
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 45 694

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △573 △624

 為替換算調整勘定 55 77

 退職給付に係る調整額 △103 △88

 持分法適用会社に対する持分相当額 32 △50

 その他の包括利益合計 △588 △685

四半期包括利益 △543 8

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △621 △81

 非支配株主に係る四半期包括利益 78 89
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（物品売却益に関する会計方針の変更）

　当社グループは、従来、工事施工の過程等で生じる金属くずなどの売却収入を営業外収益の物品売却益に計上して

いたが、近年の原材料費の高騰により売上原価における当該金属くずなどの売却収入の重要性が増してきたことか

ら、当社グループの業績をより適切に連結財務諸表に反映させるため、当第１四半期連結会計期間の期首より売上原

価から控除する方法に変更している。当該会計方針の変更は遡及適用され、前年同四半期及び前連結会計年度につい

ては遡及適用後の四半期連結財務諸表となっている。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の売上原価は１億４千１百万円減少し、営業利

益が同額増加しているが、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。また、前連結会計年度の期

首の純資産への累積的影響額はない。

 
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首より適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 
(追加情報)

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症に関する影響

等について重要な変更はない。
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(四半期連結貸借対照表関係）

１ 債務保証しているものは次のとおりである。

 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する債務保証

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

Orchid Wind Power GmbH 5,468百万円 5,706百万円

C&Cインベストメント㈱ 2,828 2,888 
 

 
　連結会社以外の会社の補助金申請に伴う連帯保証

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

㈱中電工ワールドファーム 2百万円 2百万円
 

 
２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
 

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 7百万円 7百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

ある。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 668百万円 710百万円

のれんの償却額 207  162  
 

 
(株主資本等関係）

　前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,896 52 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

 該当事項なし

 

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,867 52 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

 該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

 
１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３設備工事業

売上高      

屋内電気工事 13,744 － 13,744 － 13,744

空調管工事 4,402 － 4,402 － 4,402

情報通信工事 1,622 － 1,622 － 1,622

配電線工事 7,137 － 7,137 － 7,137

送変電地中線工事 1,329 － 1,329 － 1,329

その他 1,327 4,419 5,746 － 5,746

顧客との契約から生じる収益 29,562 4,419 33,982 － 33,982

その他の収益 － 4 4 － 4

外部顧客への売上高 29,562 4,423 33,986 － 33,986

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 383 384 △384 －

計 29,563 4,807 34,371 △384 33,986

セグメント利益 231 6 237 45 283
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器・工事材料の販売、

工事材料の製造・販売及び保険代理・賃貸等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額45百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更した

ため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更している。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「設備工事業」の売上高は６百万円減少、

セグメント利益は１百万円減少している。
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当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年６月30日)

 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３設備工事業

売上高      

屋内電気工事 13,067 － 13,067 － 13,067

空調管工事 6,972 － 6,972 － 6,972

情報通信工事 810 － 810 － 810

配電線工事 7,248 － 7,248 － 7,248

送変電地中線工事 1,159 － 1,159 － 1,159

その他 1,832 4,432 6,264 － 6,264

顧客との契約から生じる収益 31,091 4,432 35,523 － 35,523

その他の収益 － 3 3 － 3

外部顧客への売上高 31,091 4,435 35,526 － 35,526

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 397 397 △397 －

計 31,092 4,832 35,924 △397 35,526

セグメント利益 91 10 101 17 119
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器・工事材料の販売、

工事材料の製造・販売及び保険代理・賃貸等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額17百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
２. 報告セグメントの変更等に関する事項

   当第１四半期連結会計期間の期首から物品売却益に関する会計方針の変更をしており、前第１四半期連結累計期

　　間については遡及適用後のセグメント情報となっている。

 
　(収益認識関係)

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

  
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
 至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
 至 2022年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益又は
 　１株当たり四半期純損失（△）

(円) △0.37 11.33

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

(百万円) △20 624

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △20 624

普通株式の期中平均株式数 (千株) 55,487 55,106

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 (円) － 11.32

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

(百万円) － －

普通株式増加数 (千株) － 49

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

 
(重要な後発事象)

該当事項なし

 

２ 【その他】

該当事項なし
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月８日

株 式 会 社  中  電  工

 取 締 役 会   御 中

 

有限責任監査法人 　ト　ー　マ　ツ　

　　　　　広　島　事　務　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 家　元　　清　文  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平 岡   康 治  

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中電工

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中電工及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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